
令和７年度
鹿児島県介護保険施設等集団指導

【訪問系・通所系など】
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
通所介護
通所リハビリテーション
福祉用具貸与・販売
居宅療養管理指導
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※ 該当するサービスごとの
「説明資料」、共通資料３

「令和６年４月から義務化さ
れた事項」をお手元にご準備
ください。

共通資料１―１



資料１―１（説明動画）の構成

〇運営指導で指摘等が多い事項・・・・・・・・・・・ ３

〇適正な介護報酬の請求・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８

〇令和６年度「指定基準改正」の主なもの・・・・１０

〇令和６年度「介護報酬改定」の主なもの・・・・１４

〇鹿児島県からのお知らせ・・・・・・・・・・・・・・・・２３

☆事業所の皆様、「集団指導」を機に、自己点検（振り返り）

を行うようお願いします。
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内容及び手続

・ 重要事項説明書の「従業者の員数」は，「○人以上」の記載で可

（例： 介護職員 ５人以上）

サービス提供の記録

・ 記録と請求に相違があるケースあり。

（例：実際にサービス提供した時間と，請求上の時間に相違）

訪問介護計画，通所介護計画，訪問看護計画，訪問リハ計画，通所リハ計画，

福祉用具貸与計画など

・ 利用者の心身の状況等を踏まえる。

利用者又は家族に説明し，同意を得る。必要に応じて見直す。

・ 適切なアセスメントを踏まえて作成されていないケースあり。

・ 居宅サービス計画に沿っていないケースあり。

運営指導で指摘等の多い事項
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人員基準

・ 必要な資格を有しているか、資格証等の原本で確認し、写しを保管してください。

・ 勤務体制及び勤務実績がわかるものとして、「勤務実績表」は，国が示した様式

があり，県ＨＰにも掲載しているので，ご活用ください。

緊急時の対応

・ 利用者の病状が急変した場合など，緊急時の対応を事前にマニュアルに整備

運営規程

・ 運営規程や重要事項説明書が，実態と相違

→ 従業者の員数は「○人以上」で可 （例：介護職員５人以上）

・ 「虐待の防止のための措置」が，令和６年４月から義務化！

→ 運営規程に，組織体制や虐待が発生した場合の対応方法等の追加が必要

運営指導で指摘等の多い事項

4共通資料３「令和６年４月から義務化された事項」を参照



勤務体制の確保

・ 従業者が，有料老人ホームなどの他の事業所と兼務している場合，事業所ごとに

勤務時間を区分する。

（訪問介護等は移動時間が労働時間に該当 → 共通資料を参照）

・ 研修の計画や実施状況を確認できない、受講もれなどで是正をお願いするケースあり。

・ ハラスメント防止に向けた事業主の方針の明確化等の措置が講じられていない。

（既に令和４年４月から義務化！） ※カスタマーハラスメント対策も講じることが望ましい。

【参考】（厚労省ＨＰ）

「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」，「研修のための手引き」

・ 訪問入浴介護，通所介護，通所リハビリテーションの場合，介護に直接携わる従業者の

うち資格を有さない従業者に対し，認知症介護に係る基礎的な研修を受講させる必要あり。

（外国人介護職員を含む） ※新たに採用した従業者は，採用後１年を経過するまでに受講

運営指導で指摘等の多い事項
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業務継続計画の策定

業務継続計画の策定等は，令和６年４月から義務化！

①計画の策定 ②従業者へ周知，研修及び訓練 ③必要に応じて計画変更

※業務継続計画・・感染症や非常災害の発生時において，サービスの提供を継続的に

実施するとともに，非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

【参考】（厚労省HP） 「新型コロナウィルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」，「自然災害発生時の

業務継続ガイドライン」、「介護施設・事業者における業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修」

※居宅療養管理指導・・経過措置期間が３年間延長（令和９年３月３１日まで）

衛生管理等

感染症の予防及びまん延の防止のための措置は，令和６年４月から義務化！

①感染対策委員会の開催（概ね６月に１回以上）と従業者への周知

②指針の整備 ③研修及び訓練
【参考】（厚労省ＨＰ） 「介護現場における感染対策の手引き」，「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」

運営指導で指摘等が多い事項
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秘密保持

・ サービス担当者会議で利用者や家族の個人情報を用いるが，家族の同意を得ていない。

・ 秘密保持（退職後も同じ）で、従業者との雇用時等の取り決めなし。

事故発生時の対応

・ 発生した事故を，市町村等へ報告していないケースあり。

・ 事故発生原因を分析して、再発防止策を従業者へ周知、

再発防止策の再評価

虐待の防止

虐待の防止に係る次の措置は，令和６年４月から義務化！

①虐待防止検討委員会の定期的な開催 ②指針の整備 ③研修の実施 ④担当者の設置

※居宅療養管理指導は、経過措置期間を３年間延長（令和９年３月３１日まで）

運営指導で指摘等の多い事項

7

共通資料３「令和６年４月から義務化された事項」を参照



適正な介護報酬の請求

加算の要件の確認
・ 加算に必要な体制の確保や取組等を行っておらず、返還を求め
られるケースが多い。

→ 体制の確保や取組等を評価する加算は、要件を満たしているか、
よく確認しましょう。

減算の要件の確認
（人員基準欠如、定員超過利用、同一建物、身体拘束廃止未実施等）

・ 減算を行っておらず、返還を求められるケースあり。
→ 減算の対象となっていないか，よく確認しましょう。
→ 人員基準欠如等がないことが、加算の要件になっていることが

多いので、要注意！ 8



適正な介護報酬の請求

介護保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱い

例：通所介護事業所における移動販売の利用

《介護保険最新情報Vol. 678 （平成30年９月28日付け）》
保険外サービスを明確に区分する方法（訪問介護・通所介護）
・ 保険外サービスの事業の目的，運営方針，利用料等を介護保険サービスの運営規程とは別に定める。
・ 利用者に対して重要事項を記した文書で説明を行い，内容，提供時間，利用料等について，同意を得る。
・ 契約の締結前後に，利用者の担当の介護支援専門員に対し，サービスの内容や提供時間等を報告する。

その際，当該介護支援専門員は，必要に応じて事業者から提供されたサービスの内容や提供時間等の
保険外サービスに関する情報を居宅サービス計画（週間サービス計画表）に記載する。

・ 介護保険サービスの利用料とは別に費用請求，介護保険と保険外サービスの会計を区分する。
・ 通所介護の場合，提供時間には保険外サービスの提供時間を含めず，かつ，その前後に提供した通所

介護の提供時間を合算し，１回の通所介護の提供として取り扱うこと。

→ 介護保険サービスに組み込む場合（通所介護の場合）
自立支援の一環として，個別に買い物訓練が必要であると判断され，居宅サービス計画，及び通所介護
計画書に記載がある場合に限り，介護報酬として算定することは可能である。
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの
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令和６年度「指定基準改正」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの
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令和６年度「介護報酬改定」の主なもの



鹿児島県からのお知らせ
介護保険施設等指導指針（厚生労働省老健局長通知）によると

運営指導は，原則として指定又は許可の有効期間内（６年）に少なくとも１回以上行う。
施設サービスは，３年に１回以上の頻度で行うことが望ましい。

→ 鹿児島県においても，みなし指定事業所を運営指導の対象としています。
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指定更新時に指定有効期限を合わせる場合の取扱い

更新対象事業所のサービスと一体的に行う同種のサービス事業所で，指定有効
期間が異なる場合，事務手続きの負担軽減を図るため，更新後の有効期限を集
約し，更新申請が６年に１度で済むようにすることが可能です。希望する場合，県
のホームページの申出書を申請書に添付してください。（詳細は下記のアドレスから参照）

https://www.pref.kagoshima.jp/ae05/kenko-fukushi/koreisya/shitei/kaigozigyousyokousin.html

https://www.pref.kagoshima.jp/ae05/kenko-fukushi/koreisya/shitei/kaigozigyousyokousin.html
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【合わせて更新できるサービスの組み合わせ】（例）
（1）同一種別の居宅サービス＋介護予防サービス （訪問看護と介護予防訪問看護など）
（2）本体サービス＋短期入所生活介護 （介護老人福祉施設と（介護予防）短期入所生活介護など）
（3）（介護予防）福祉用具貸与＋（介護予防）特定福祉用具販売

注1）指定権者が鹿児島県（県の振興局・支庁）となっている同一住所（同一事業所）で，一体的にサービス提供
されている場合に限ります。

注2）次回の更新日を合わせるための手続きであり，更新手数料については各々の事業所について必要です。
注3）この取扱いは事務負担の軽減を図るためであり，必須ではありません。（希望する事業者のみ）

【参考】同時に指定更新申請を行う一例
訪問看護： 有効期間満了日（R6年6月30日）／更新（R6年7月1日）／次回更新（R12年7月1日）
介護予防訪問看護：有効期間満了日（R7年1月20日）／更新（R6年7月1日）／次回更新（R12年7月1日）

同時に更新

https://www.pref.kagoshima.jp/ae05/kenko-fukushi/koreisya/shitei/kaigozigyousyokousin.html
https://www.pref.kagoshima.jp/ae05/kenko-fukushi/koreisya/shitei/kaigozigyousyokousin.html


介護老人保健施設，介護医療院における訪問リハビリテーションの
みなし指定の見直し

○ 令和６年６月１日以降，新規の介護老人保健施設及び介護医療院の開設許可時の

取扱いについては，開設許可時に訪問リハビリテーション事業所の指定があったものと

みなされます。

○ 既に指定を受けている訪問リハビリテーション事業所については，当該事業所の有効

期限の満了日の翌日からみなし指定を受けたものとされます。

よって，既に指定を受けている訪問リハビリテーション事業所のうち，令和６年６月１日

以降に有効期限が到来する事業所については，更新申請が不要です。

○ 既に指定を受けている，本体施設が介護老人保健施設又は介護医療院の訪問リハビリ

テーション事業所は，原則として，有効期間が到来した翌日から本体施設の事業所番号

及び事業所名となります。

（ただし，既存の事業所名は有効期限到来後も，通称として利用することは可）

※ 有効期限到来時に，介護報酬を請求する場合，事業所はみなし指定後の体制届を提出

する必要があります。
（詳細は下記のアドレスから参照）

https://www.pref.kagoshima.jp/ae05/kaigominasi.html 26
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• 「変更届出書」は，変更のあった日から１０日以内に提出してください。

※  国及び地方自治体等から補助金を受けている場合は，財産処分の手続きが必要なとき

がありますので，ご確認の上，事前にご相談ください。

• 併せて，介護給付費算定に係る「体制届」を提出する場合は，同時に提出してください。

※ 同時に登録しないと介護報酬の請求時にエラーとなり，請求が長期間通らないことも

あります。 （やむを得ず提出が遅れる場合は，事前にご相談ください。）

変更届出書，体制届等の提出

変更届出 （訪問介護の例）
① 事業所の名称及び所在地
② 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに

その代表者の氏名，生年月日，住所及び職名
③ 申請者の登記事項証明書又は条例等
④ 事業所の平面図
⑤ 利用者の推定数
⑥ 事業所の管理者の氏名，生年月日及び住所並び

にサービス提供責任者の氏名，生年月日，住所及
び経歴

⑦ 運営規程



災害時情報共有システムによる報告

台風や大雨、地震などで
厚労省から「災害情報の
登録」依頼があった場合，
全ての介護施設・事業所
は，介護サービス情報公
表システムを活用し，被害
の有無や，復旧状況を報
告していただくことになって
います。

共通資料８（Ｐ４～）に掲載
していますので，御確認く
ださい。
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